
経理情報●2018.7.1（No.1516）24

６月１日公表通達等もフォロー

収益認識の税務ガイド
特集

消
費
税
法
の
改
正
点

と
経
過
措
置

収
益
認
識
会
計
基
準
の
導
入
へ
の
対
応

と
し
て
、
長
期
割
賦
販
売
等
に
係
る
資
産

の
譲
渡
等
の
時
期
の
特
例
の
対
象
と
な
る

資
産
の
譲
渡
等
が
リ
ー
ス
譲
渡
に
限
定
さ

れ（
消
法
16
）、
リ
ー
ス
譲
渡
を
除
く
長
期

割
賦
販
売
等
で
延
払
経
理
処
理
を
行
っ
た

場
合
の
消
費
税
の
課
税
時
期
の
特
例
の
廃

止
に
伴
う
経
過
措
置
が
手
当
て
さ
れ
た

（
改
正
法
附
則
44
）。
こ
れ
は
法
人
税
法
に

お
け
る
改
正
に
あ
わ
せ
て
消
費
税
の
取
扱

い
も
見
直
し
た
も
の
で
あ
る
。
２
０
１
８

年
４
月
１
日
以
後
の
取
引
か
ら
適
用
さ
れ

る（
改
正
法
附
則
１
）。

長
期
割
賦
販
売
等
に
係
る
資
産
の
譲
渡

等
の
時
期
の
特
例
に
関
す
る
経
過
措
置
で

は
、
２
０
１
８
年
４
月
１
日
前
に
長
期
割

賦
販
売
等（
リ
ー
ス
譲
渡
を
除
く
）を
行
っ

た
法
人
事
業
者
に
つ
い
て
、
２
０
２
３
年

３
月
31
日
ま
で
に
開
始
す
る
事
業
年
度
に

含
ま
れ
る
各
課
税
期
間
に
つ
い
て
改
正
前

の
規
定
に
よ
り
資
産
の
譲
渡
等
を
行
っ
た

も
の
と
み
な
す
こ
と
等
が
で
き
る
こ
と
と

し
、
２
０
１
８
年
４
月
１
日
以
後
に
終
了

す
る
年
ま
た
は
事
業
年
度
に
そ
の
適
用
を

受
け
な
い
こ
と
と
し
た
場
合
等
に
お
い

て
、
法
人
税
に
お
け
る
10
年
均
等
で
計
上

さ
れ
る
収
入
金
額
ま
た
は
収
益
の
額
に
係

る
部
分
に
つ
い
て
資
産
の
譲
渡
等
を
行
っ

た
も
の
と
み
な
す
等
の
経
過
措
置
が
講
じ

ら
れ
た（
改
正
法
附
則
44
）。

収
益
認
識
基
準
と
消

費
税
の
収
益
計
上
額

が
異
な
る
場
合

収
益
認
識
会
計
基
準
の
導
入
へ
の
対
応

と
し
て
は
前
記
以
外
の
改
正
は
行
わ
れ
て

い
な
い
。
こ
れ
は
消
費
税
法
の
課
税
標
準

が
値
引
き
や
割
戻
し
等
の
控
除
前
の
取
引

価
格
で
あ
り
、
収
益
認
識
会
計
基
準
を
適

用
し
た「
取
引
価
格
」（
本
会
計
基
準
８
項
）

と
は
異
な
る
こ
と
に
よ
る
。し
た
が
っ
て
、

法
人
税
と
消
費
税
で
は
、
収
益
の
額
や
、

収
益
計
上
時
期
が
異
な
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
る
。
６
月
１
日
に
国
税
庁
か
ら
公
表
さ

れ
た「
収
益
認
識
基
準
に
よ
る
場
合
の
取

扱
い
の
例
」で
は
、
収
益
計
上
額
が
異
な

る
代
表
的
な
事
例
と
し
て
、
自
社
ポ
イ
ン

ト
の
付
与
、
契
約
に
お
け
る
重
要
な
金
融

要
素
、
割
戻
し
を
見
込
む
販
売
、
消
化
仕

入
等
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
。

お
わ
り
に

収
益
認
識
会
計
基
準
の
適
用
と
な
る
法

人
で
は
、
法
人
税
と
会
計
処
理
が
異
な
る

場
合（
契
約
時
の
回
収
不
能
、
返
品
権
付

き
販
売
、
長
期
大
規
模
工
事
、
経
過
措
期

適
用
年
度
に
お
け
る
割
賦
販
売
等
の
処
理

等
）に
は
税
効
果
会
計
の
適
用
へ
の
影
響

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
、
法
人
税
の
処

理
が
会
計
と
一
致
す
る
場
合
も
会
計
処
理

を
無
条
件
で
容
認
す
る
も
の
か
、
一
定
の

要
件
の
充
足
を
前
提
と
す
る
も
の
か
を
見

極
め
る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
法
人
税
と
消
費
税
の
処
理
が
異

な
る
取
引
に
つ
い
て
は
、
シ
ス
テ
ム
対
応

へ
の
早
い
取
組
み
が
収
益
認
識
会
計
基
準

へ
の
移
行
を
ス
ム
ー
ズ
に
行
う
う
え
で
重

要
と
な
る
。
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月
31
日
ま
で
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度
に

つ
い
て
現
行
の
規
定
に
よ
り
収
益
の
額
お

よ
び
費
用
の
額
を
計
算
す
る
こ
と
が
で
き

る
こ
と
と
す
る
と
と
も
に
、
２
０
１
８
年

４
月
１
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
に

お
い
て
そ
の
計
算
を
や
め
た
場
合
の
未
計

上
収
益
額
お
よ
び
未
計
上
費
用
額
を
10
年

均
等
で
計
上
す
る
等
の
経
過
措
置
が
講
じ

ら
れ
た（
改
正
法
附
則
28
、
33
、
改
正
令

附
則
13
、
19
）（
図
表
９
）。

Ⅳ
法
人
税
と
消
費
税
で
収
益
計
上
額
に
差
が
出
る
？

収
益
認
識
会
計
基
準
に
伴
う

消
費
税
の
改
正
と
影
響


